
20

これまでの労働市場は景気循環に連動しており、
人手不足も一時的な需給のズレと捉えられてきた。
しかし本報告書は、人口構造の変化がもたらす「労
働供給制約」が、かつての「ルイスの転換点」に続く
社会的転換であると指摘する。高齢人口比率の上
昇は医療・介護・インフラなどの生活維持サービスに
特有の労働需要を増加させ、かつ地域の世帯構造
変化（単身世帯の急増）によってサービス提供の稠

密性と効率性を大きく低下させている。この結果、労
働生産性への押し下げ効果が見られ、より多くの就
業者が必要となる。今起こっているのは単なる人手
不足ではなく、労働市場の構造が不可逆的に変化
した結果、生起している現象なのではないか。
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日本は今、「労働供給制約社会」へ の転換点 にある。

高齢人口比率の上昇と単身世帯の増加が、生活維持

サービスを中心に労働需要を構造的に拡大させる一方

で、労働投入量は頭打ちとなり、人手不足が慢性化して

いる。本報告書は、人口動態と労働市場の相互作用を

読み解きつつ、現場・地域・政策の各層で求められる持

続可能な対応策を提示するものである。
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「令和の転換点」報告書が明らかにしたのは、現下
の日本で起こる人手不足はもはや一時的な需給のズ
レではなく、不可逆的な構造変化として表れていると
いう事実だ。特に、医療・介護・物流・行政などの生
活維持サービス領域では、①高齢化による需要増、
②単身高齢者の急増によるサービス密度の低下、③
労働投入量の制約、という三重苦が顕在化している。
高齢人口の増加は医療や介護に直接的な需要を
生み出す。1人あたり医療・介護サービス利用量は年
齢によって大きな差があり、特に75歳以上で大きい。
今後の人口動態変化と重なり、需要量を大きく押し
上げる。また、歴史的に高齢者世帯の半数は単独世
帯であるため、高齢化に伴って1人暮らしの方が増え、
1世帯あたりに住む人数が減ります。それは生活維持
サービスの提供効率を低下させる。水道管や電線整
備、戸別配達、除雪などの生活維持サービスの提供は
世帯に何人住んでいても1つの住宅に対するサービス
需要はそれほど変わらない一方、供給側は「移動距離
の増加」「複数拠点対応」などを求められることとなる。
このように高齢化に伴う世帯構成の変化により労

働投入の密度が低下する。結果として、「1時間の労
働で支えられる人数」が減少し、より多くの働き手が
必要となる。また、生活維持サービス水準が切り下
げられることで、可処分時間の減少→就業時間調
整→さらなる人手不足という負のスパイラルに繋が
る。この状況を前提に、少ない働き手が効果的に無
理なく担える仕組み＝省力化技術、タスク分解、地
域社会の再設計が急務となる。
本報告書は、この「労働供給制約」に対応するには、

「個人の努力」ではなく、社会設計思想の転換が必要
であると提示する。特に生活維持サービスへの需要
は人口推計により地域別に精緻な未来予測が可能で
あり、戦略的に先手を打つことができる分野である。

結 論

報告書「令和の転換点」
https://www.works-i.com/research/
report/turningpoint.html
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